
【公表用】  

令和４年度諮問第１号 

令和５年度答申第１号 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

 本件審査請求を棄却するのが相当である。 

 

第２ 事案の概要 

 審査請求人と処分庁に争いのない事実及び提出済の資料から認められる事案の概

要は以下のとおりである。 

１ 平成２８年４月８日、審査請求人は、■■■■■■■■■■■■■■■におい

て、視神経脊髄炎、頚椎症の診断を受け、「２０１６年２月半ばから両足背の感

覚低下、右大腿膝近位部に鈍痛を自覚した。視力低下と視野障害の緩徐な進行を

指摘された。」、各種治療により「下肢の症状は軽快傾向となった。眼症状は残

存したが、退院後も眼科受診継続の方針としている。」などと診断された。 

  また、平成２９年３月３０日、審査請求人は、■■■■■■■■■■■■■■

■において、視神経脊髄炎、ステロイド誘発性糖尿病の診断を受け、「ステロイ

ド、免疫抑制剤による治療により病状は落ち着いており、デスクワークを中心と

した軽作業への従事は可能と考える。なお過労は避ける必要があり、長時間の屋

外作業や時間外労働など身体に負荷がかかる労務は避けるべきである。」などと

診断された。 

２ 平成２９年１１月２７日、審査請求人は、千葉県知事より、「多発性硬化症／

視神経脊髄炎」の病名により、難病の患者に対する医療等に関する法律（以下

「難病法」という。）に基づき特定医療費（指定難病）受給者の支給認定（以下

「支給認定」という。）（階層区分低Ⅰ）を受けた。 

３ 審査請求人は、令和２年度の市民税及び県民税（以下、これらの税をあわせて
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「市県民税」という。）並びに令和３年度の市県民税の各賦課期日である令和２

年１月１日及び令和３年１月１日（以下、これらの期日をあわせて「本件各賦課

期日」という。）において、■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■に住所を有していた。 

４ 令和２年１月２８日、審査請求人の勤務先である■■■■■■■■■■■（以

下「本件特別徴収義務者」という。）は、処分庁市川市長に対し、地方税法上の

特別徴収（１条１項９号）の義務者として、審査請求人に係る令和元年分の給与

支払報告書（３１７条の６第１項）を電磁的方法により提出した。 

５ 令和２年４月１４日、審査請求人は、国税庁東京国税局市川税務署（以下「市

川税務署」という。）に対し、審査請求人に係る令和元年（平成３１年）分の所

得税及び復興特別所得税（以下「所得税等」という。）の確定申告書（以下「令

和元年分確定申告書」という。）を提出し、それにより処分庁に対して令和２年

度市県民税に係る申告書を提出したものとみなされた（地方税法４５条の３第１

項、３１７条の３第１項）。 

６ 令和２年５月１日、処分庁は、国税連携システム（地方税法７６２条１号、７

６１条）により、令和元年分確定申告書に関する情報を得た（同法７４７条の４、

７４７条の５）。 

同月１８日、処分庁は、本件特別徴収義務者に対し、令和元年分の給与支払報

告書の記載内容に基づき、審査請求人に係る令和２年度給与所得等に係る市民

税・県民税特別徴収税額の決定通知書を送付した。その後、同年６月４日、処分

庁は、本件特別徴収義務者に対し、同年５月１日に国税連携システムにより得た

令和元年分確定申告書に関する情報に基づき、審査請求人に係る令和２年度給与

所得等に係る市民税・県民税特別徴収税額の変更通知書を送付した（以下、これ

らの決定通知書及び変更通知書による処分を「令和２年度分原処分」という。）。 

令和２年度分原処分において処分庁は、令和元年分確定申告書における障害者

控除の申告を含めて市川税務署が受理していること、所得税法及び地方税法にお



3 

 

いて障害者控除の適用を受けることができる「障害者」の範囲が同一であること

等から、障害者控除の適用を認めた。 

７ 令和２年６月１８日、審査請求人は、■■■■■■■■■■■■■■■におい

て、視神経脊髄炎、ステロイド性糖尿病の診断を受け、「ステロイドおよび免疫

抑制剤による薬物療法により病状は落ち着いているが、手足（右上肢、右足踵、

親指・左上肢、左手首以遠）の感覚障害により、歩行に支障を来すことからデス

クワークを中心とした軽作業への従事は可能と考える。尚、再燃防止として過労

は避ける必要があり、長時間の屋外作業や時間外労働など身体に負荷がかかる労

務は避けるべきである。」などと診断された。 

８ 令和３年１月２９日、本件特別徴収義務者は、処分庁市川市長に対し、審査請

求人に係る令和２年分の給与支払報告書を電磁的方法により提出した。 

  その後、同年３月１３日、審査請求人は、市川税務署に対し、審査請求人に係

る令和２年分の所得税等の確定申告書（以下「令和２年分確定申告書」という。）

を提出し、それにより処分庁に対して令和３年度市県民税に係る申告書を提出し

たものとみなされた。なお、この際、審査請求人は、給与所得以外の所得に係る

所得割額を地方税法上の普通徴収（１条１項７号）により徴収されたい旨を申告

した。 

  そして、同月１５日、処分庁は、国税連携システムにより、令和２年分確定申

告書に関する情報を得た。 

そのうえで、同年５月１４日、処分庁は、本件特別徴収義務者に対し、審査請

求人に係る令和３年度給与所得等に係る市民税・県民税特別徴収税額（ただし、

給与所得以外の所得に係る所得割額の部分は除く。）の決定通知書を送付した

（以下、同決定通知書による処分を「令和３年度分原処分」という。）。 

令和３年度分原処分においても、処分庁は、令和２年度分原処分と同様の理由

から、障害者控除の適用を認めた。 

同年６月１０日、処分庁は、給与所得以外の所得に係る所得割額の部分に関し、
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審査請求人に対し、令和３年度市民税・県民税納税通知書を送付した。 

９ 令和３年１０月２２日、審査請求人は、千葉県知事より、「多発性硬化症／視

神経脊髄炎」の病名により、難病法に基づき支給認定（階層区分一般Ⅱ）を受け

た。 

１０ 令和３年１１月２４日、市川税務署長は、審査請求人に対し、審査請求人が

所得税法２条１項２８号に規定する「障害者」であると認められる事実はないこ

と等から障害者控除の適用はないという理由で、令和元年分及び令和２年分の所

得税等の額を増額する旨の更正処分（以下「本件増額更正処分」という。）を行

った。 

  そして、同年１２月６日、処分庁は、国税連携システムにより、本件増額更正

処分に関する情報を得た。 

そのうえで、令和４年１月１４日、処分庁は、市川税務署長が障害者控除の適

用がないと判断したこと、所得税法及び地方税法において障害者控除の適用を受

けることができる「障害者」の範囲が同一であること等から、令和２年度分原処

分及び令和３年度分原処分における所得控除額から障害者控除に該当する額の分

を取り消すべきであるとして、「令和２年度 市民税・県民税税額変更（決定）

処分（通知書番号：■■■■■■）」及び令和３年度 市民税・県民税税額変更

（決定）処分（通知書番号：■■■■■■）」（以下「本件各処分」という。）

を行い、それに伴い審査請求人が追加して納付すべき額を普通徴収により徴収す

る旨を、審査請求人に対し通知した。 

１１ 令和４年１月２０日付け「身体障害者診断書・意見書（肢体不自由用）」に

おいて、審査請求人は、視神経脊髄炎を原因とする体幹不自由の障害名により、

「右半身異常感覚が残存しており、小脳失調のためバランスが悪く歩行には杖が

必要である。杖なしでは２ｋｍ以上の歩行が困難であり、体幹不自由５級相当と

判断した。」として、障害の程度は、身体障害者福祉法別表に掲げる障害に該当

する（５級相当）と判断された。 
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そして、同年２月３日、審査請求人は、処分庁（福祉部障がい者支援課）を経

由して、千葉県知事に対し、身体障害者福祉法上の身体障害者手帳の交付を申請

し、同年３月２９日、処分庁（福祉部障がい者支援課）は、審査請求人に対し、

同月１６日付けで千葉県知事が交付した身体障害者手帳を郵送した。 

 

第３ 本件審査の対象 

本件の審理における審査の対象は、本件各処分に係る市県民税の本件各賦課期日

時点において審査請求人が、障害者控除の適用を受けることができる地方税法２３

条１項１０号及び２９２条１項１０号における「障害者」に該当するか否かである。 

 

第４ 審理関係人の主張の要旨 

審査請求人及び処分庁から提出された各書面からうかがえる各審理関係人の主張

の要旨は、それぞれ以下のとおりである。 

１ 審査請求人の主張 

審査請求人は、本件各確定申告書を提出した時点において身体障害者手帳の交付

を受けていなかったが、平成２９年１１月２７日時点で難病法による支給認定を受

けていたのであるから、市県民税について総所得金額から控除できる障害者控除の

対象となる「障害者」に該当する。 

  したがって、本件各処分は違法であり、取り消されるべきである。 

２ 処分庁の主張 

審査請求人は、令和３年１１月２４日付けで市川税務署長により令和元年分及

び令和２年分の所得税等について障害者控除の適用はないとして所得税等の増額

更正処分を受け、さらに令和４年１月１４日に処分庁から同様の理由で本件各処

分を受けた後、同年２月３日に身体障害者福祉法上の身体障害者手帳の交付を申

請して同年３月１６日にそれが交付されているなどの経緯から、地方税法施行令

７条各号及び４６条に該当する者でなかったことが明らかである。 
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したがって、審査請求人は、本件各処分に係る市県民税の本件各賦課期日時点

において地方税法２３条１項１０号及び２９２条１項１０号における「障害者」

に該当する者ではないから、本件各処分は何ら違法又は不当ではない。 

 

第５ 調査審議の経過 

   令和４年１１月１５日 審査庁から諮問受理 

   令和５年１０月２日  第１回審議 

   令和５年１１月１０日 第２回審議 

 

第６ 審理員意見の要旨 

本件審査請求には理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規定により、棄

却されるべきである。 

 

第７ 審査会の判断 

１ 本件に係る法令等の規定について 

市県民税は、納税義務者が居住する市町村が賦課徴収を行うところ（地方税法

４１条、２９２条以下）、その所得割の課税標準は前年の所得について算定した

総所得金額等とされ、所得税法その他の所得税に関する法令の計算の例によって

算定するものとされている（地方税法３２条、３１３条）。 

また、所得割の納税義務者が「障害者」である場合には、２６万円がその総所

得金額から控除される（地方税法３４条１項６号、３１４条の２第１項６号）。 

そして、「障害者」とは「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況

にある者、失明者その他の精神又は身体に障害がある者で政令で定めるもの」を

いい（地方税法２３条１項１０号、２９２条１項１０号）、地方税法施行令７条

及び４６条は、地方税法２３条１項１０号及び２９２条１項１０号に規定する政

令で定める者として、１号から７号まで限定列挙し、その中に「身体障害者福祉
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法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第十五条第四項の規定により交付を受け

た身体障害者手帳に身体上の障害がある者として記載されている者」が規定され

ている（７条３号）。 

２ 審査請求人が地方税法上の「障害者」に該当するか否かについて 

⑴ 憲法は、国民は法律の定めるところにより納税の義務を負うことを定め（３

０条）、新たに租税を課し又は現行の租税を変更するには、法律または法律の

定める条件によることを必要としており（８４条）、それゆえ、課税要件及び

租税の賦課徴収の手続は、法律で明確に定めることが必要である（最高裁昭和

６０年３月２７日判決・民集３９巻２号２４７頁）。そして、このような租税

法律主義の原則に照らすと、租税法規はみだりに規定の文言を離れて解釈すべ

きものではないというべきである（最高裁昭和４８年１１月１６日判決・民集

２７巻１０号１３３３頁、最高裁平成２２年３月２日判決・民集６４巻２号４

２０頁）（以上、最高裁平成２７年７月１７日判決・集民第２５０号２９頁・

判タ１４１８号８６頁）。 

したがって、本件においても、租税法規である地方税法はみだりに規定の文

言を離れて解釈すべきではない。 

この点、確かに、本件で問題となっているのは所得控除の可否であり、それ

が認められることによって納税額が減少することから、国民に対する侵害規範

ではないとして厳格に解釈する必要はないとの見解もあり得る。 

しかし、租税法律主義の原則は、国民の経済生活における法的安定性を図り、

将来の予測可能性を与えることを趣旨とするところ、所得控除の規定であって

も、国民が自身にその適用があるか否かの予測可能性が与えられることによっ

てその経済生活における法的安定性を図る必要があることに変わりはなく、そ

れにより国民間の公平性の確保を図る必要もあると考えられる。 

したがって、所得控除の規定に関しても、租税法規である以上、みだりに規

定の文言を離れて解釈すべきものではない。 
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⑵ 以上を前提に、本件についてみると、「障害者」については、地方税法２３

条１項１０号及び２９２条１項１０号が委任した地方税法施行令７条及び４６

条が、１号から７号まで限定列挙しており、それらに該当する者をいうことが

極めて明確に規定されていることから、これ以外の解釈は文言上困難である。 

そして、審査請求人は、「身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）

第１５条第４項（身体障害者手帳の交付）の規定により交付を受けた身体障害

者手帳に身体上の障害がある者として記載されている者」（地方税法施行令７

条３号）をはじめ、そのいずれにも該当しないことは明らかである。 

したがって、審査請求人は、「障害者」に該当しないと言わざるを得ない。 

⑶ ところで、所得税法における障害者控除（７９条）を受けられる「障害者」

は、「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者、失明者そ

の他の精神又は身体に障害がある者で政令で定めるもの」とされ（２条１項２

８号）、地方税法２３条１項１０号及び２９２条１項１０号と同内容となって

いる。また、所得税法施行令１０条１項も、所得税法２条１項２８号（障害者

の意義）に規定する政令で定める者として、地方税法施行令７条の規定と同内

容の者を１号から７号まで限定列挙している。 

このように、所得税法と地方税法の「障害者」に関する規定はほぼ共通して

いる。 

そして、所得税法施行令１０条に関して、所得税基本通達２－３８では、身

体障害者手帳の交付を受けていない者であっても、⑴その年分の確定申告書等

を提出する時において、身体障害者手帳の交付を申請中であること、又はその

交付を受けるための身体障害者福祉法に規定する医師の診断書を有しているこ

と、⑵その年１２月３１日その他障害者であるかどうかを判定すべき時の現況

において、明らかに身体障害者手帳に記載され、又はその交付を受けられる程

度の障害があると認められるものであること、のいずれにも該当する者は、

「身体障害者手帳に身体上の障害がある者として記載されている者」（所得税
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法施行令１０条１項３号）に該当するものとして差し支えないとしている。 

そのため、本件でも、審査請求人が、所得税基本通達２－３８に該当すると

して、所得税法施行令１０条１項３号と同趣旨の地方税法施行令７条３号に該

当すると解釈する余地があるか否かについて、以下、検討する。 

ア まず前提として、上記第７・２・⑴で述べたように、租税法律主義の観

点からは、租税法規はみだりに規定の文言を離れて解釈すべきものではな

く、地方税法２３条１項１０号及び２９２条１項１０号が委任した地方税

法施行令７条及び４６条が１号から７号まで明確に限定列挙している以上、

それを離れて解釈することには自ずと限界がある。 

   イ そして、地方税法における障害者控除に関する規定は、所得税法におけ

るそれと共通しているとはいえ、所得税基本通達はあくまで所得税法や

所得税法施行令についての通達であり、直接は地方税法や地方税法施行

令を解釈する通達ではない。 

ウ 所得税基本通達２－３８⑴の「その年分の確定申告書等を提出する時に

おいて、身体障害者手帳の交付を申請中であること、又はその交付を受け

るための身体障害者福祉法に規定する医師の診断書を有していること」と

いう要件への該当性を検討すると、審査請求人は上記第２・１１に記載の

とおり、令和４年１月２０日付け「身体障害者診断書・意見書（肢体不自

由用）」を、同年２月３日処分庁（福祉部障がい者支援課）に提出しては

いるものの、令和元年分確定申告書及び令和２年分確定申告書を提出した

時点においては身体障害者手帳の交付を申請中ではなく、また、その時点

においてその交付を受けるための身体障害者福祉法第１５条第１項に規定

する医師の診断書を有していたという事実も認められないことから、審査

請求人は所得税基本通達２－３８⑴の要件には該当しない。 

   エ さらに、所得税基本通達２－３８⑵の「その年１２月３１日その他障害

者であるかどうかを判定すべき時の現況（本件では令和元年１２月３１
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日時点及び令和２年１２月３１日時点）において、明らかに身体障害者

手帳に記載され、又はその交付を受けられる程度の障害があると認めら

れるものであること」という要件への該当性についても、以下のように

考えられる。 

すなわち、審査請求人が平成２９年１１月２７日に支給認定を受けた難

病法は、難病の患者に対する良質かつ適切な医療の確保及び難病の患者

の療養生活の質の維持向上等を目的とし（１条）、指定難病のための医

療費の支給に主眼を置かれ（５条）、支給認定の要件も難病（発病の機

構が不明、治療方法が不確立、長期療養が必要などの要件が必要）に該

当するか否か等によるというものである。一方、身体障害者手帳に係る

身体障害者福祉法は、身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進

するため、身体障害者を援助し、及び必要に応じて保護すること等を目

的とし（１条）、身体障害者手帳の交付により、障害者雇用枠への応募、

車いすなどの補装具の交付等のための費用の助成、障害者控除、医療費

助成、公共交通機関の運賃割引など多種多様な福祉サービスを受けられ、

身体障害者手帳交付の要件も、一定の障害に該当するか否かによるもの

である。 

以上のように、難病法上の支給認定と身体障害者福祉法上の身体障害者

手帳交付とは、その目的、支給認定や交付の要件、効果が異なることか

ら、審査請求人が難病法上の支給認定を受けていたとしても、それによ

って直ちに「明らかに身体障害者手帳に記載され、又はその交付を受け

られる程度の障害があると認められる」とはいえない。 

確かに、審査請求人は、平成２８年４月８日付け診断書、平成２９年３

月３０日付け診断書及び令和２年６月１８日付け診断書において視神経

脊髄炎と診断され、平成２９年１１月２７日付けの難病法に基づく支給

認定においても視神経脊髄炎の病名であり、これは審査請求人が身体障
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害者手帳の交付を受ける前提となった令和４年１月２０日付け「身体障

害者診断書・意見書（肢体不自由用）」において視神経脊髄炎を原因と

する体幹不自由の障害名と共通している。しかし、一方で、平成２９年

３月３０日付け診断書において「治療により病状は落ち着いており、デ

スクワークを中心とした軽作業への従事は可能と考える。」、令和２年

６月１８日付け診断書において「病状は落ち着いているが、（中略）歩

行に支障を来すことからデスクワークを中心とした軽作業への従事は可

能と考える。」などと記載されていることから、審査請求人が視神経脊

髄炎による難病法の支給認定を受けていたこと及び上記各診断書の内容

をもって直ちに、令和元年１２月３１日時点及び令和２年１２月３１日

時点において、身体障害者手帳の交付を受けられる程度の障害があった

とまではいえない。 

したがって、審査請求人は、所得税基本通達２－３８⑵の要件にも該当

しない。 

オ  以上から、審査請求人が、所得税基本通達２－３８に該当するとして、

所得税法施行令１０条１項３号と同趣旨の地方税法施行令７条３号に該当

すると解釈する余地はない。 

  ⑷ 以上の次第であり、本件では、審査請求人が「障害者」（地方税法２３条

１項１０号、２９２条１項１０号）に該当するとはいえない。 

３ 結論 

以上のとおり、本件審査請求には理由がないから、行政不服審査法４５条２項の

規定により、棄却されるべきである。 

４ 付言 

 本件に関する答申は以上のとおりであるが、以下のとおり、審査会として意見を

付言する。 

審査請求人は、市川税務署長が行った令和３年１１月２４日付け令和１（元）
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年分及び令和２年分所得税及び復興特別所得税の更正・加算税の賦課決定（市所

特第■■■■号及び同■■■■号）に対して、令和４年２月に、東京国税不服審

判所に審査請求を行ったとしている。 

審査会としては、本件各処分は違法又は不当ではないと結論づけているが、同

審判所の判断によっては処分庁において新たに対応することが求められる状況に

なり得ることを付言する。 

 

令和５年１１月１０日 

市川市行政不服審査会   

委 員 小島 千鶴  

委 員 越川 新太郎 

委 員 富吉 久   


